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料金の記載がないものは無料です。
申込方法の記載がないものは電話で申し込みください。
・市役所 TEL（34）5511にかけて、交換手にその内線番号を告げてください。
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平成 23 年度 三条市決算 状況

●
各
指
標
の
説
明

実
質
赤
字
比
率

　
福
祉
、
教
育
な
ど
を
行
う
一
般
会
計
の

赤
字
の
程
度
を
指
標
化
し
、
財
政
運
営
の

深
刻
度
を
示
す
比
率
。

連
結
実
質
赤
字
比
率

　

全
て
の
会
計
の
赤
字
や
黒
字
を
合
算

し
た
赤
字
の
程
度
を
指
標
化
し
、市
全
体
の

財
政
運
営
の
深
刻
度
を
示
す
比
率
。

実
質
公
債
費
比
率

　

借
入
金
の
返
済
額
お
よ
び
こ
れ
に
準

じ
る
負
担
額
を
指
標
化
し
、
資
金
繰
り
の

危
険
度
を
示
す
比
率
。

将
来
負
担
比
率

　

一
般
会
計
の
借
入
金
や
将
来
支
払
う

可
能
性
の
あ
る
負
担
な
ど
の
程
度
を
指
標

化
し
、
将
来
財
政
を
圧
迫
す
る
可
能
性
が

高
い
か
ど
う
か
を
示
す
比
率
。

資
金
不
足
比
率

　
公
営
企
業
の
資
金
不
足
を
料
金
収
入
の

規
模
と
比
較
し
て
指
標
化
し
、経
営
状
況
の

深
刻
度
を
示
す
比
率
。

●
健
全
化
判
断
比
率
な
ど
に
つ
い
て

　
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化

に
関
す
る
法
律
」
に
基
づ
き
、
平
成

23
年
度
決
算
の
実
質
的
な
赤
字
や

第
三
セ
ク
タ
ー
な
ど
を
含
め
た
将
来

負
担
な
ど
の
指
標
を
公
表
し
ま
す
。

　
こ
の
指
標
は
、
４
つ
の
「
健
全
化

判
断
比
率
」
と
公
営
企
業
の
「
資
金

不
足
比
率
」を
算
定
し
、財
政
の
健
全
性

を
チ
ェ
ッ
ク
し
ま
す
。
こ
れ
ら
の
比
率

が
一
定
程
度
悪
化
す
る
と
、財
政
健
全

化
計
画
を
策
定
す
る
な
ど
、
自
主
的

な
財
政
健
全
化
を
図
る
こ
と
に
な
り

（
早
期
健
全
化
基
準
、
経
営
健
全
化

基
準
）、
さ
ら
に
悪
化
し
た
場
合
は
、

国
の
管
理
・
指
導
を
受
け
て
、
財
政

を
再
建
し
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
す

（
財
政
再
生
基
準
）。

健全化判断比率（平成 23 年度決算）（単位：％）
＊実質赤字額、連結実質赤字額がない場合は「－」で表示

指 　 標 三 条 市 早 期 健 全 化
基 準

財 政 再 生
基 準

実 質
赤 字 比 率 － 12.17 20.00

連 結 実 質
赤 字 比 率 － 17.17 30.00

実 質 公 債 費
比 率 14.6 25.0 35.0

将 来 負 担
比 率 176.9 350.0

資金不足比率（平成 23 年度決算）（単位：％）
＊資金不足額がない場合は「－」で表示
特 別 会 計 の
名 称 三条市 経営健全化

基 準

農 業 集 落 排 水
事 業 特 別 会 計 － 20.0

公 共 下 水 道
事 業 特 別 会 計 － 20.0

水 道 事 業 会 計 － 20.0

平成 23 年度一般会計の決算状況
　一般会計の決算収支は、歳入総額 604 億 3,777 万 1 千円、歳出総額 579 億 6,279 万
8 千円となり、歳入歳出差引額は、24 億 7,497 万 3 千円となりました。

◇市民一人当たりの決算額と主な事業
民　生　費 衛　生　費 商　工　費 公　債　費

高齢者、障がい者、児童の福祉
126,296 円

・障がい者自立支援給付
・家族介護などの支援
・保育所の運営
・子ども手当の給付

市民の健康管理や
ごみ、し尿の処理などに
98,270 円

・健康診査事業
・健康運動教室の開催
・ごみ処理施設建設事業

産業の振興などに
82,150 円

・売れるものづくり・売れるしくみ
づくり支援事業

・成長産業分野進出支援事業
・金融対策事業

公共施設整備の
ために借りた
お金の返済に

56,579 円

土　木　費 教　育　費 総　務　費 そ　の　他
道路、公園などの整備推進などに

52,488 円
・新保裏館線の整備
・半ノ木一ツ屋敷線の整備
・栄スマートインターチェンジの整備
・道路などの除雪

学校の管理運営や
整備などに
51,085 円
・小中一貫教育の推進
・特別支援教育の充実
・学力向上推進事業

まちづくり推進、自治振興などに
39,367 円

・地上デジタル放送共聴施設整備
・まちづくり活動支援事業
・中心市街地活性化事業
・地域公共交通総合連携計画の推進

農業の振興や消防、
議会運営などに

54,800 円
・農業活性化プランの推進
・災害復旧事業

◇各会計の決算状況
会　計　名 収　入　済　額 支　出　済　額 差　　　額

一 般 会 計 604 億 3,777 万１千円 579 億 6,279 万８千円 24 億 7,497 万３千円

特　
別　
会　
計

国 民 健 康 保 険 事 業 92 億 6,796 万３千円 96 億 7,619 万８千円 △４億 823 万５千円
後 期 高 齢 者 医 療 ７億 9,755 万６千円 ７億 9,392 万７千円 362 万９千円
介 護 保 険 事 業 78 億 3,260 万５千円 77 億 1,939 万８千円 １億 1,320 万７千円
農 業 集 落 排 水 事 業 10 億 6,376 万５千円 10 億 6,356 万３千円 20 万２千円
勤 労 者 福 祉 共 済 事 業 2,107 万１千円 940 万円 1,167 万１千円
公 共 下 水 道 事 業 28 億 5,332 万６千円 28 億 4,506 万５千円 826 万１千円

合 計 822 億 7,405 万７千円 800 億 7,034 万９千円 22 億 370 万８千円

◇主な建設事業費（特別会計を含む）
●ごみ処理施設建設事業費
　……………………… 72 億 5,027 万６千円
●街路事業費
　……………………………… 14 億 232 万円
●第二中学校区小中一体校建設事業費
　……………………… 10 億 6,648 万１千円
●裏館小学校改築事業費
　………………………… ６億 2,192 万２千円
●道路新設改良費
　………………………… ４億 7,268 万３千円
●第一中学校区小中一体校建設事業費
　………………………… ２億 8,261 万９千円
●農業集落排水事業費
　………………………… ３億 8,118 万５千円
●下水道事業費
　……………………………… ７億 9,795 万円

市税
130億8,152万3千円

 （21.7%）

地方交付税
112億186万4千円
（18.5%）国庫支出金

84億2,722万５千円
 （14.0%）

諸収入
81億8,906万3千円
 （13.5%）

その他
16億2,233万9千円 （2.7%）

市債
103億5,990万円
 （17.1%）

県支出金
30億4,863万7千円
（5.0%）

繰入金
21億5,746万円（3.6%）

使用料および手数料
５億6,169万５千円（0.9%）

分担金および負担金
7億2,655万2千円（1.2%）

地方消費税交付金
10億6,151万３千円（1.8%）

民生費
130億4,816万7千円 

（22.5%）

衛生費
101億5,267万7千円 
（17.5%）

  公債費
58億

4,545万1千円 
（10.1%）

土木費
54億2,269万5千円 
（9.4%）

教育費
52億7,782万5千円 
（9.1%）

総務費
40億6,713万円 
（7.0%）

その他
5億3,457万3千円 （0.9%）

商工費
84億8,726万9千円 
（14.6%）

災害復旧費
25億4,564万9千円 
（4.4%）

消防費
15億6,548万円 （2.7%）
農林水産業費
10億1,588万2千円 （1.8%）

歳出
579億6,279万
８千円

（100.0%）

歳入
604億3,777万
１千円

（100.0%）

市税
130億8,152万3千円

 （21.7%）

地方交付税
112億186万4千円
（18.5%）国庫支出金

84億2,722万５千円
 （14.0%）

諸収入
81億8,906万3千円
 （13.5%）

その他
16億2,233万9千円 （2.7%）

市債
103億5,990万円
 （17.1%）

県支出金
30億4,863万7千円
（5.0%）

繰入金
21億5,746万円（3.6%）

使用料および手数料
５億6,169万５千円（0.9%）

分担金および負担金
7億2,655万2千円（1.2%）

地方消費税交付金
10億6,151万３千円（1.8%）

民生費
130億4,816万7千円 

（22.5%）

衛生費
101億5,267万7千円 
（17.5%）

  公債費
58億

4,545万1千円 
（10.1%）

土木費
54億2,269万5千円 
（9.4%）

教育費
52億7,782万5千円 
（9.1%）

総務費
40億6,713万円 
（7.0%）

その他
5億3,457万3千円 （0.9%）

商工費
84億8,726万9千円 
（14.6%）

災害復旧費
25億4,564万9千円 
（4.4%）

消防費
15億6,548万円 （2.7%）
農林水産業費
10億1,588万2千円 （1.8%）

歳出
579億6,279万
８千円

（100.0%）

歳入
604億3,777万
１千円

（100.0%）

会計名など 平成 23 年度末現在高 市民一人当たり
負 担 額

市　
　
　
　
　
債

一 般 会 計 605 億 6,158 万４千円

特 別 会 計 267 億 8,934 万１千円

三 条 市 計 873 億 5,092 万５千円 84 万 5,490 円

一部事務組合
（三条市負担分） 162 億 8,737 万７千円 15 万 7,649 円

合 計 1,036 億 3,830 万２千円 100 万 3,139 円
債
務
負
担

行

為
一 般 会 計 33 億 3,343 万円 ３万 2,265 円

◇借入金などの状況
　市債とは、主に建設事業を行うために、国や金融機関
などから借り入れする資金をいいます。
　これは公債費として長期間にわたって返済していきます。
　債務負担行為とは、数年度にわたる建設工事、土地の
購入、翌年度以降の経費支出など、将来の財政支出を約束
することをいいます。
　これは、定められた年度において必ず歳出予算に計上
されます。

財務課 財政係　☎内線３４１

注：（　　　）は
　　構成比

注：（　　　）は
　　構成比

一般会計［歳入］

一般会計［歳出］


